
2021年度 事 業 報 告 書

2021年 10月 1日 から2022年 9月 30日 まで
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1.事業の成果

引き続くコロナ禍にもかかわらず、2021年度の本機構の事業は会員および事務局スタッフの努力により、各

方面での進展を見せた。

本機構の目的である「障害者や高齢者の生活の向上に資する支援機器開発、サポー ト・研修、OJ Tト レー

ナー養成・派遣を行うとともに、電子情報分野において、すべての人々にとつて使いやすく、分かりやすいユ

ニバーサルデザインの推進及びアクセシビリティに関する評価 0助言を行うため」 (定款)の事業の推進は順

調に推移している。特に、従来から進めてきた遠隔地からのリモー ト勤務を可能にする業務態勢の整備により、

エジプト、ベ トナム、エクアドル、沖縄、福岡、北海道浦河町のそれぞれに居住するスタッフおよび在京のス

タッフは、状況に応じて厳重なコロナ対策を実施し、必要な事務所態勢を維持しつつ業務を実施できた。

1董望LZL2L菫立 .三上え■L関≧登標婆化ヨ塾において、弊機構は日本 MISYコンソーシアム (J∝)事務局と

して JDC技術委員会の活動を支えた。W3Cと MISYコ ンソーシアムが開発してきた EP鵬 アクセシビリティの

ISO標準規格化は、日本が発議し が主導して 2021年 1月 に ISO/1EC 23761と して承認され、2022年

8月 には、JDC技術委員会の協力によつて EPUBア クセシビリティ 1.0の 日本産業規格 (JIS X 23761)の制定・

公開が行われた。

」置担二∠:L」とビュニ:生
`2国

[拉」墜:重⊇萱及においては、コロナ禍により渡航と移動が制限される状況にお

いて、現地スタッフとの連携を密にして、ニジプLでは JICA(国際協力機構)に加えて GIZ(ドイツ国

際協力公社)と も協力して引き続きmISY製作技術の移転と啓発活動、主迷麦ユ∠諸国に向けたJICA主

催のmISY ttbin密、エクエドルでの放送のアクセシビリティ向上を目指すJICAアステムプロジェクト

および同国における情報アクセシビリティの普及拠点となることが期待されるLtional Accessibility

Support Center(NAC)の法人化への協力等を実施した。

2021年の 10月 に実施した」■生≧盤型≧三壁左
=」
ヱ立望塑空三4菱堕萱L壺塑ヱ」腱墨:塑翌ШL教漫自L

塾塑⊇亜涯L_は、JICA事業の中米・カリブ地域におけるコロナ禍およびその後の社会における開発協力

の在り方に関わる情報収集・確認調査の一環として中米カリブ地域諸国の教育関係者を対象としたもの

であり、今後の中南米におけるアクセシブルな DAISY/EP鵬 教科書の導入につながることが期待される。

技術開発の面では、先に述べた標準化と共に、MISY/EPUBの製作・再生ツールであるD二山iユPublisherと

堕翌墜
“

∝の旦杢壼化等を行った。

国内では、デイジー教科書ネットワークの一員としての活動の他、證饉望ヱヨ堕整 した地域連携活動

として調布市教育委員会と共に「MISY普及セミナー」を後援した。

インクルーシブな防災活動を軸に地域ぐるみの連携を図ってきた⊥海道盤□四■は、通工螢【五2室との

連携を強めて、精神障害者の情報ニーズに焦点を当てたアクション・リサーチ (】置L4!笙之二2上)を継続

的に行つている。
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会員への定期歴堕≡壼生ゼ望召
=型
2整征と昨年2三ニニ望24』

=壺
|■生堂ニヱを通して、

「

DOからの情報

発信を積極的に行つている。

以下の団体の団体会員として、国内外で連携して活動を行った。

日本 MISYコ ンソーシアム :ht望∠血理|」!理型1堅:墾旦L.lm`生.週.亘
ILA(国際図書館連盟):堕艶:/左二重no ifla.or∠ _(英語)
障害者放送協議会 :h雙匡∠∠Ш L」理 型聖 L里£」IZll堅里旦∠
全国視覚障害者情報提供施設協会 :聾迦ウ塾興堕ュ壼里璧立
日本電子出版協会 (JEPA) http: / /www. -iepa. or. .ip/

以下の団体については日本 DAISYコ ンソーシアム (pC)と して加入しており、現在 ATDOが事務局を
担当している。

DAISYコ ンソーシアム :ht:圧 /∠ww.d二翌型 r∠ (英語 )
ICT CONNECT 21:L雙

12ユ ::∠ :`:」 :」 :L!ユ

`21:`里

:]」Eと

`2!12!L.:lp∠

2.事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に関する事項

事業名 事業内容 実施 日時 実施

場所

従事

者の

人数

受益対象者の

範囲および人

数

支出額

(千円)

1.電子情

報通信技

術 を応用

した障害

者・高齢者

を対象 と

す る支援

機器の開

発研究

デイジー教科書の有効性に関する実証

研究

・  教科書ネットワークとの連携によ

り、LD障害児等への DAISY版教科

書提供

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

5人 MISYが有効

と想定される

小中学生は約

45万人

3,126

2.電子情

報

通信技術

を応用 し

た障害者・

高齢者 を

対象 とす

る支援機

情報アクセス支援ソフ ト販売

o   EasyReader・ Publisher a)販 売

o ユーザーサポー ト、評価とDolphin

社へのフィードバック

o Publisher4.0の 日本語化及び日本

語版をリリースした。

● EasyReader新バージョンの日本語

化、およびサピエヘの接続支援

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

4人 直接的には、

ソフト購入者

40,780

９
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器 の導入

サポー ト0

研修及び

OJTト
レーナー

養成・派遣

エジプ ト国情報アクセシビリティの改

善による障害者の社会参画促進プロジ

ェクト

・  遠隔にてマルチメディア DAISY製

作 トレーニング実施

・  啓発のための Z00Mウ ェビナーを
実施

・  IFLAの活動を通して本プロジェク

トの成果を発信

2021年 10月

～2022年 9月

エ ジ

プ ト

及 び

支 援

技 術

開 発

機構

10人 エジプトの非

識字者及び読

みに困難を抱

える人約 2千

万人

ダスキン・アジア太平洋障害者リーダ

ー育成事業研修生受け入れ

2021■F.10

月-2022年 9
月

支 援

技 術

開 発

機構

3人 直接的には

研修生 2人

3.電子情

報通信技

術 を応用

した障害

者・高齢者

を対象 と

す る情報

支援サー

ビスの研

究開発お

よび実証

評価

エクア ドル国 。情報弱者のテレビ放送

へのアクセスを保障する安心安全のた

めの放送。通信インフラ普及。実証事業

o NAC活動継続の支援
o 機材手配の支援

・  字幕付与実証活動準備

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

7人 エクアドルに

おける視聴覚

障害者約 140

万人

26,407

DAISY製作

o 国連を含む各団体からの委託によ

る製作

2021年 101月

～2020年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

3人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以上が

受益者と考え

られる。

マラケシュ条約の普及および国際交換

の推進

全視情協及びサピエ会員としてAEの業

務の実施のための事前調整および AК

事務局との協議を行つている。

地域連携

。調布デイジーと連携した DAISY普

及事業

2021年 10月

～2022年 9月

2021年 10月

～ 2022年 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

他

支 援

技 術

開 発

機 構

他

4人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以上が

受益者と考え

られる。

5人 「読みに障害

がある人々」

として総人口

の 10%以上が

受益者と考え

られる。

Ｑ
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浦河プロジェクト:精神障害分野での

DAISYに よる支援ニーズの確認と「し

ごと」につながるパイロットプロジェ

クトの創出

20214F・ 1∝月

～2022‐自F・ 9

月

支 援

技 術

開 発

機 構

他

4人 直接神益者 :

浦河べてる

の家利用者

160人。

4.電子情

報分野の

ュニバー

サルデザ

イ ンを推

進す るた

めの各種

標準化活

動及びア

クセシビ

リテ ィに

関す る研

究開発お

よび評価・

助言

コンサルティング

O MISY及 び EPUB等障害者の情報支

援に関する情報収集及び提供

・  エジプト国「障害と開発分野」に関
するエジプ ト政府関係者とのコン

サルテーション

・  中長期的な教科用特定図書の在 り
方検討委員会等に貢献

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機 構

及 び

エ ジ

プ ト

他

1人 ⅧO(世界保健

機構)の推計

によれば、障

害者は、世界

の全人 口の

15%

3,997

各種標準化活動 :

が、ISO/TC173/SC7/WG7

Convenorとして ISO CD 6273:2022

″
Assistive products ― Accessibility

guidelines in the survey of user needs of

persons with impaired sensolv■ lnctions

br assistive products and seMces″ の審

議|、 および、ISO/TC173/WG12エ キスパ

ートとして IS0 21856・ .2022″Ass観�e

products― く:〕eneral requirernents and test

methods″ の制定 (2022年 7月 )に貢献

が EPUBのアクセシビリティに関

して ISO/1EC DIS 23761の国際標準規格

の JIS化 (JIS X 23761)に

と共に貢献した。

が DAISYコンソーシアム理

事及び障害者放送協議会著作権委員会

委員長、国際リハビリテーション協会

ICTA委員長、lSO/TC145/SCl・ SC3委

員 、W3C/WAI SCとして貢献

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機 構

及 び

世 界

各地

5人 成果は公開情

報として国内

外で不特定多

数の人々に講

演 、研 究 発

表、Webによ

る公示等で幅

広く共有され

ている。

“
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日本 DAISYコンソーシアム事務局

・  総会、運営委員会実施

・  技術委員会 (委員長村田理事)運営
支援

o 東日本大震災基金。iPad寄贈事業
実施支援

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

4人 「読みに障害

がある人々」と

して総人口の

10%以上が受

益者と考えら

オじる。

JICA中 南米カリブWebin釘 2021年 10月

1日 -2022年 9

月

支 援

技 術

開 発

機構

6人
中南米カリブ

諸国の教育関
係者
100人

間接受益者

は、同地域の

読みに障害が

ある子供たち

国際図書館連盟(IFLA)を通じたユニバ

ーサルリテラシー普及活動

・  が IFLA/AORDC常任委

員として貢献、

・  エジプトを拠点とするスタッフである
が IFLA/LPD議長に

就任

・  が IFLA/LPD常任委

員として貢献

・  が日本図

書館協会障害者サービス委員会委

員として貢献

2021年 10月

～2022年 9月

支 援

技 術

開 発

機構

3人 すべての人の

情報アクセス

を保障する場

としての図書

館の役割を促

進する。

Ｆ
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令和3年度 特定非営利活動に係る事業会計 収支計算書

令和3年 10月 1日 から令和4月 9月 30日 まで

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

科 目 金額

54.000

100.000

83,200

52,471,031

31,229,023
10.596.120

9

4.268.041

3,126,191

40,779,819

26,407,248
3.996.781

５２
４７
６２
∞
６９

１９
９９
４２
３１
６０
５０
２７
３０

１０
００
００
９３
００

５

５

１

５

９

９

９

４

２

５

８

４

４

５

９

４

３

８

８４

７５

‐６

６７

３０

‐２

４９

‐０

２９

　

７８

６９

９８

５

　

６８

２７

３

94,379,374

74,310,039

18.287.591

4,268,050

54,000

100,000

6.203.794

20.000.000

31.600.000

/ヽ 5.396、 206

25.412.466
20_016_260

I経常収入の部
1会費収入
会費収入
2寄附金収入
寄附金収入
3事業収入
(1)支援機器開発研究事業収入
(2)支援機器導入サポー ト研修事業収入
(3)情報支援サービス研究事業収入
(4)ユニバーサルデザイン事業収入
4その他収入
利息収入
その他
経常収入合計

Ⅱ 経常支出の部
1事業費
(1)支援機器開発研究事業費
(2)支援機器導入サポー ト研修事業費
(3)情報支援サービス研究事業費
(4)ユニバーサルデザイン事業費
2管理費
給料手当
法定福利費
福利厚生費
支払報酬
外注費
旅費交通費
通信費
水道光熱費
消耗品費
会議費
諸会費
支払手数料
地代家賃
保険料
租税公課
法人税等
支払利息
研修費
経常支出合計

Ⅲ その他資金収入の部
短期借入金収入
その他資金収入合計

Ⅳ その他資金支出の部
短期借入金返済支出
その他資金支出合計

(資金収支の部 )

経常収支差額

当期収支差額
前期繰越収支差額
次期繰越収支差額



令和3年度 特定非営利活動に係る事業会計 収支計算書

令和3年 10月 1日 から令和4月 9月 30日 まで

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

科 目 監目口

5.902.445

△ 16.018.247
/ヽ  10.115_H〔 〕2

(正味財産増減の部)

V正味財産増加の部
1資産増加の部
期末商品棚卸額

2負債減少額
短期借入金返済額
長期借入金返済額
増加額合計

Ⅵ 正味財産減少の部
1資産減少額
当期収支差額
期首商品棚卸額
器具備品減価償却額
ソフトウエア償却額

2負債増加額
短期借入金増加額
減少額合計

29,000,000

Ｏ
υ

五
‘

ｎ
ｖ

5,734,

37,

前期繰越正味財産
当期正味財産合計

当期正味財産増減額



令和3年度  特定非営利活動に係る事業会計 貸借対照表
令和4年9月 30日 現在

特定非営利活動法人 支援技術開発機構
:円 )

I資産の部

1流動資産

現金預金

事業未収入金

商品

未収入金

前払金

立替金

流動資産合計

11,138,661

14,724,181

37,

4,

1,474,

670,

101

2固定資産

(1)有形固定資産

工具器具備品

有形固定資産計

(1)無形固定資産

ソフトウエア

無形固定資産計

(2)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固定資産合計

０
●
Ａυ

０
●
Ｆ
０
４
一

０
●
Ｆ
Ｄ
・
４

685,498

資産合計

Ⅱ負債の部

1流動負債

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税

前受金

預り金

流動負債合計

4,184,

678,

683,

2,066,

66,

31

7 768

2固定負債

長期借入金

固定資産合計

負債合計

30 633

401

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

△ 16,018,24

正味財産合計 △ 1 1 802

負債及び正味財産合計



令和3年度 特定非営利活動に係る事業会計
令和4年9月 30日 現在

財産目録

特定非営利活動法人 支援技術開発機構
科 日

28.049.101

685,498

7_`X〕 5_768

18,400,000

70,000

鶴
３２５
２２８
‐８６
678,325

５６

２８

４７

６０

７０

８
，
３
，
　

１
，
生

2,066,

66,

140,

猟
３０８，２‐０，　
３７，　
４，　
６０９，５９，２０５，叫
　
６７０，

■0_854_63R

店
店
支
支

　

　

　

　

」

側鶴　　　　瑚

鰤節鋤妍　　絵”

ＵＦ
ＵＦ
営
川
　
ム
ち

ン

菱
菱

一
仙
　
テ
い
コ

三
二
第
　
　
ス
人

一

庫
金
ア
法
ジ

金
金
行
金
入‥
社
団
イ

鮭
殴
金
面
闘
意
翻
杷
絵
鮒
″

動
金
現
普
普
楽
芝
業
株

一
日

流
現
　
　
　
　
　
事

．

前払事業費 (IT研究開発支援事業)
前払事業費 (支援機器導入研修サホ

・―卜事業)
前払事業費 (情報支援サービス事業)
J D C2023年度会費
立替金
情報支援サービス事業立替金
流動資産合計

未払費用
社会保険料
未払法人税等
武蔵府中税務署
東京都立川都税事務所
調布市役所
未払消費税等
武蔵府中税務署
前受金
前受会費
預り金
源泉所得税
職員地方税
流動負債合計

2固定負債
長期借入金
日本政策金融公庫

固定負債合計

流動負債
未払金
従業員他
浦河べてるの家
三井住友VISAカ ード

EasyROaderダ
未収入金

ROCKDAL

1

I資産の部

ウンロード版 11

年会費
前払金

負債合計

正味財産

商品

資産合計

Ⅱ負債の部

2固定資産
(1)有形固定資産
パソコン
有形固定資産計
(1)無形固定資産
ソフトウエア
無形固定資産計
敷金
事務所敷金
従業員社宅敷金
投資その他の資産合計
固定資産合計



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ノ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
ノ各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

①・監事
ヤマウチ シグル

2021年 10月 1日 ～
2022年 9月 30日

年  月  日～

■ 月 日」」内繁

９

“ o監 事
カワムラ ヒロシ 202P年 10月 1日 2021年 10月 1日

30日 30日可村宏

０
０ (匡菫〉監事

クレマツ タケオ

博松武男

2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年

日

月  日ヘ

事 月

■
４ o・監事

,a+ -?= 
l-. 2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年  月  日ヘ

弔 月 日直木真

チダ ヒトシ
5 ・監事

田斉

2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年

日

月  日ヘ

手 月

′
０ ① 監事

むダ コウイチ 2021年 10月 1日

30日

年  月  日～

年 月 日」ヽ日浩―

〇 監事
スズキ ナオヨシ 2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年  月

年 月 日

日 ヘ

冷木直義

Ｏ
ё ①

・監事
オラシマ アキラ 2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年

日

月  日ヘ

■ 月寺島彰

Ｑ

υ G匡3)・監事
ノムラ ミサコ 2021年 10月 1日 2021年 10月 1日

30日 30日野村美佐子

10 ∈藝)・ 監事
ノクシマ サ トシ 2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日

年  月

■ 月 日

日 ヘ

幅島智



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 監事
タナベ タカユキ 2021年 10月 1日 ～

30日

年

　
日

月  日ヘ

手 月

12 監事
ドウ トモユキ 2021年 10月 1日

30日

年  月  日ヘ

手 月 日

13 監事
タムラ ヤヨイ 2021年 10月 1日

30日

年

　

日■ 月

月  日ヘ

14 監事

理事

真

2021午 10月 1日 ～

月30日

2021年 10月 1日 ～

月30日

ノウエ ヨシロウ

ラタ マコト 年  月  日ヘ

弔 月 日

15
2021年 10月 1日 ～2022年

)月 30日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 支援技術開発機構

氏   名

1
工藤智行

2 河村宏

3 博松武男

4 値木真

5
内田斉

6
小田浩一

7 鈴木直義

8
寺島彰

9 野村美佐子

10 山内繁


